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平成31年度当初予算について

平成31年度の一般会計及び５つの特別会計､２つの企業会計を合計した当初予算
総額は、573億７千216万６千円で、前年度と比べて0.8％、４億７千713万４千円の減と
なっております。
このうち一般会計は、355億８千900万円で、前年度と比べて５億１千400万円の増と
なり、過去最大の予算規模となりました。
平成31年度は「新たな時代の10年の大計」である「第６次大野城市総合計画」がス

タートする年です。「未来をひらく　にぎわいとやすらぎのコミュニティ都市」という新たな
スローガンを掲げ、「地域と行政の共働による魅力輝くまちづくり」「未来を担う子どもたち
が心豊かに育つまちづくり」「誰もが自分らしくすこやかに生活できるまちづくり」「都市と

自然が共生した安全で安心なまちづくり」という４つの政策を実現するための取り組みを強く推進してまいります。
本年度におきましては、本市の今後の成長に向けて必要となる“未来のため”の取り組みと、市民の皆様が住み良

さを実感できる“暮らしを守る”取り組みの２つに重点を置き、市職員一丸となって市政運営に取り組んでまいります。
市民の皆様からお預かりした貴重な税金を無駄にすることなく、次世代に負担や責任を先送りにしない「選択と
集中」、「先手・先取の対応」を基本とした戦略的な財政運営に引き続き努めてまいります。
このパンフレットは、大野城市の平成31年度当初予算を市民の皆様に分かりやすく紹介するために作成したも
のです。明日の大野城市を一緒に考えていくために、市政に対する理解を深める一助として活用していただけれ
ば幸いです。

各会計の予算総括
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① 一般会計
② 国民健康保険特別会計 
③ 介護保険特別会計（保険事業勘定） 
④ 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
⑤ 後期高齢者医療特別会計 
⑥ 公共用地先行取得事業特別会計 
⑦ 土地区画整理清算金特別会計

⑧ 水道事業会計
 

⑨ 下水道事業会計 
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予算　１年間の収入（歳入）と支出（歳出）の計画です。予算を
見れば、市民の皆さんが納める税金などが、どのような事業にい
くら使われるのかが分かります。
歳入・歳出　会計年度（４月から翌年３月までの期間）内の収
入・支出のことです。
一般会計　福祉や教育、道路整備など、行政の基本的な事業の会
計（予算の中心）です。

特別会計　国民健康保険や介護保険のように特定の収入で、特定
の事業を行う場合などに設ける会計です。大野城市には現在５会
計（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、公共用地先行取
得事業、土地区画整理清算金）があります。
企業会計　民間企業のように、利用料金などの収益で運営してい
る会計です。大野城市は現在２会計（水道事業、下水道事業）が
あります。

用
語
解
説

市税　市に納める税金のことです。大野城市では現在５税目（市
民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税）があ
ります。
国県支出金　特定の事業に対して、国や県から使い道を指定して
交付されるお金です。
地方交付税　地方公共団体間の財源の不均衡を調整することに
よって、どの地域に住む人にも一定の行政サービスが受けられる
よう、国税の一定割合の額を、国が地方公共団体に交付する交付
金です。
繰入金　基金（貯金）や他会計からの収入のことです。

市債　道路・学校などの建設のための財源として活用するために、
国や銀行などから資金を借り入れる長期の借入金のことです。た
だし、国が地方交付税として配るお金が足りない分を、市が代わ
りに借り入れる借入金（臨時財政対策債）が、特例としてありま
す（臨時財政対策債の返済金は、全額後年度に地方交付税で補て
んされます）。
自主財源　市が自らの権能に基づいて自主的に収入できる財源の
ことです。歳入総額に占める自主財源の比率が高いほど自主的な
財政運営ができるといえます。
依存財源　国や県などから配分される財源のことです。
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【歳入の概要】
市税は、個人市民税において納税義務者の増加などに
よる増収や、固定資産税において新築住宅の増加などに
よる増収が見込まれるため、前年度と比べて約３億６千
万円の増となっています。
国県支出金は、子どものための教育・保育給付費や福
岡県地域密着型施設等整備補助金、教育施設等騒音防止
事業補助金などが増加するものの、子ども・子育て支援
整備交付金や学校施設整備費補助金などの減少により、
前年度と比べて約１億１千万円の減となっています。
繰入金は、減債基金繰入金などが減少するものの、財
政調整基金繰入金や公共施設整備基金繰入金などの増加
により、前年度と比べて約６億６千万円の増となってい
ます。
市債は、街路事業債などが増加するものの、史跡買上
事業債や臨時財政対策債などの減少により、前年度と比
べて約６億４千万円の減となっています。
歳入の構成は、自主財源が約195億1,351万円で54. 7％、
依存財源が約160億7,549万円で45.3％となっています。
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